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１ 建築物耐震改修促進計画について 

■計画の目的と期間 

 平成 25年の「建築物の耐震改修の促進に関する法律（耐震改修促進法）」の一部改正に

より、一定条件以上の建築物所有者に耐震診断が義務付けられたこと等を受け、また、「国

の基本方針」や「京都府建築物耐震改修促進計画」等の見直しを踏まえ、住宅・建築物の耐

震化のさらなる促進を図り地震災害に強いまちづくりを目指すため、「精華町建築物耐震改

修促進計画」の改定を行いました。本計画の目標年次は、平成 37年度末とします。 

 

■対象建築物 

 対象とする建築物は、昭和 56年 5月 31日以前に着工され、現在の建築基準法等の耐震関

係規定（新耐震基準）に適合していない、以下の住宅・建築物とします。 

 

種 類 内 容 

住宅 すべての住宅を対象 

特定既存耐震不適格建築物（民間） 耐震改修促進法に定める特定既存耐震不適格建築物（民間） 

町有建築物 防災活動拠点等を含む町有建築物 

 

■想定される地震 

精華町に大きな被害を及ぼすと考

えられる主な活断層としては、以下

の 5つがあげられます。 

 「京都府地震被害想定調査」では、

生駒断層帯地震が発生した場合、全

壊約 2,700棟、半壊約 3,600棟の

被害が想定されています。 

 一方、海溝型地震である南海トラフ

地震は、今後 30年以内の発生確率

が 70%～80%、最大予測震度が 6

強と予測されています。 

断層名 最大予測震度 

生駒 震度 7 

木津川 震度 6強 

奈良盆地東縁 震度 7 

有馬高槻 震度 6弱 

和束谷 震度 6強 

出典：京都府地震被害想定調査、精華町地域防災計画（平成 28年 2月） 
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２ 耐震化の現状と目標 

 耐震化の現状やこれまでの本町の取組み等を踏まえ、耐震化率の目標（平成 37年度）を以下

のように定めます。また、減災に関する幅広い対策を施された住宅（減災化住宅）の割合を平成

37年に 97%とする目標を設定しています。 

※減災化住宅とは、耐震シェルター、感震ブレーカー、家具の転倒防止等、減災に関する幅広い

対策を施された住宅のこと。ここで、耐震シェルターとは、住宅の居室内に強固な構造物を設

置することで、地震によって住宅が倒壊しても安全な空間を確保するものを指します。 

 

 

■住宅の耐震化率 

 

 

 

 

 

 

 

３ 耐震化促進に向けた基本的な取組方針 

大地震による災害から生命や財産を守るためには、まず住宅・建築物の所有者自らが主体的に

かつ積極的に耐震化に取り組むことが極めて重要です。行政としては、地域特性や緊急性、公益

性を十分に考慮しながら、適切な連携・役割分担の下に、情報提供や環境整備など、住宅・建築

物の耐震化の阻害要因となっている課題を解消又は軽減する施策を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

４ 耐震診断・耐震改修の促進を図るための支援策 

■耐震診断の支援策 

本町では平成 18 年度より京都府の補助制度を活用して、「精華町木造住宅耐震診断士派遣

事業」を実施しています。昭和 56 年 5 月以前に建築された木造住宅の所有者もしくは居住

者について、京都府に登録された木造住宅耐震診断士を派遣しています。 

 

現状（平成 29年度） 

耐震化率：84.4％ 

目標（平成 37年度） 

耐震化率：95％ 

減災化住宅の割合：97% 

○精華町の地域特性を踏まえた取組の推進 

○緊急性や公益性に配慮した取組の推進 

○適切な役割分担による取組の推進 
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表 耐震診断事業の実績（件数） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 計 

耐震診断 12 10 6 4 9 11 15 23 17 10 15 10 142 

 

■耐震改修の支援策 

木造住宅の耐震化を促進するため、平成 22 年度より京都府の補助制度を活用して、「精華

町木造住宅耐震改修等事業費補助事業」を実施しています。また、住宅の安全性の向上を目的

として、平成 25年度からは簡易耐震改修についても補助制度を実施しています。減災化の推

進に関しても、居住内に安全な空間を確保する「耐震シェルターの設置」について補助制度等

を活用して、さらに住宅の減災化を図ります。 

今後も木造住宅の耐震化の促進を図るため、さらなる活用の促進を図ります。 

表 耐震改修事業の実績（件数） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 計 

耐震改修 － － － － 2 3 2 4 6 3 4 3 27 

簡易改修 － － － － － － － － － － － 1 1 

 

  

５ 耐震診断・耐震改修の促進を図るための施策の概要 
 

■安心して耐震改修を行うことができる環境整備の取組 

 

 

 

 

 

■耐震化に関する啓発及び知識の普及に関する取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○専門家の活用 

○事業者等の情報を入手しやすい仕組みづくり 

○ハザードマップの公表 

○各地域における耐震化の普及 

○相談体制の充実 

○広報誌等の活用 

○リフォームにあわせた耐震改修の誘導 
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■建築物の総合的な安全対策に関する取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■その他耐震化の促進に必要な事項 

 

 

 

 

 

 

精華町建築物耐震改修促進計画 概要版 

精華町 事業部 都市整備課    TEL:0774-95-1902  FAX:0774-95-3973 

Email:toshi@town.seika.lg.jp 

○減災化住宅の推進 

○エレベーター等の地震防災対策の推進 

○屋外広告物、ガラス、外壁材、天井等の落下防止対策 

○ブロック塀の安全対策 

○宅地の安全対策 

○平成 12年度までに着工した木造住宅の安全性の向上 

○建築物耐震改修促進計画の推進 

○国・府等との連携 


